
迅
速
な
施
工
を

現
地
の
人
に
伝
え
る

　
降
雨
量
が
日
本
の
1
・
5
倍
と
も
い

わ
れ
る
ス
リ
ラ
ン
カ
は
、
豪
雨
に
よ
る

土
砂
災
害
が
多
い
。
住
民
は
生
命
の
危

険
に
さ
ら
さ
れ
、
道
路
の
寸
断
は
経
済

活
動
に
も
大
き
な
影
響
を
お
よ
ぼ
し
て

い
る
。
そ
こ
で
2
0
1
3
年
か
ら
、

山
間
部
を
通
る
主
要
国
道
の
斜
面
に
土

砂
対
策
工
事
を
行
う
J
I
C
A
の
協

力
が
始
ま
り
、
ス
リ
ラ
ン
カ
の
建
設
会
社

と
日
本
の
防
災
工
事
業
者
で
あ
る
ソ
ル

テ
ッ
ク
が
共
同
で
工
事
を
進
め
て
い
る
。

「
斜
面
対
策
は
、
そ
の
地
に
新
た
な
土

砂
災
害
が
起
こ
ら
な
い
よ
う
素
早
く
行

う
も
の
で
す
。
し
か
し
ス
リ
ラ
ン
カ
は

人
件
費
が
安
い
た
め
、
多
く
の
人
手
を

費
や
し
て
斜
面
を
掘
っ
て
鉄
筋
を
入
れ
、

コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
流
し
込
む
と
い
う
時

間
の
か
か
る
作
業
が
こ
れ
ま
で
行
わ
れ

て
い
ま
し
た
」
と
話
す
の
は
ソ
ル
テ
ッ

ク
の
山
本
裕
三
さ
ん
だ
。

　
そ
こ
で
同
社
は
、
金
網
の
フ
レ
ー
ム

に
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
吹
き
付
け
て
斜
面

を
押
さ
え
つ
け
る
「
吹ふ

き
つ
け
の
り
わ
く
こ
う

付
法
枠
工
」
や
、

土
砂
災
害
の
原
因
と
な
る
地
中
の
水
を

排
出
す
る
「
集
水
ボ
ー
リ
ン
グ
」
な
ど
、

よ
り
時
間
の
か
か
ら
な
い
日
本
の
工
法

を
現
地
で
指
導
し
て
い
る
。

　
現
地
の
エ
ン
ジ
ニ
ア
の
姿
勢
は
積
極

的
だ
。「
た
と
え
ば
削
孔
さ
れ
た
地
盤

と
挿
入
さ
れ
た
鋼
材
の
隙
間
に
、
グ
ラ

ウ
ト
材
を
注
入
し
摩
擦
力
を
得
る
の
で

す
が
、『
な
ぜ
、
そ
ん
な
こ
と
す
る
ん

だ
?
』
な
ど
質
問
攻
め
に
さ
れ
る
こ

と
も
多
い
で
す
。
彼
ら
自
身
で
災
害
を

防
ぐ
技
術
を
身
に
つ
け
よ
う
と
、
と
て

も
勉
強
熱
心
だ
な
と
感
じ
ま
し
た
」

　
そ
の
結
果
、
工
事
の
作
業
効
率
が
上

が
っ
た
こ
と
で
工
期
が
短
縮
し
、
コ
ス

ト
削
減
も
果
た
し
た
。山
本
さ
ん
は「
日

本
の
技
術
な
ら
こ
れ
く
ら
い
の
ス
ピ
ー

ド
で
で
き
る
こ
と
を
示
せ
た
と
思
い
ま

す
」
と
力
を
込
め
る
。

　
ス
リ
ラ
ン
カ
の
道
路
開
発
庁
は
、
ソ

ル
テ
ッ
ク
が
予
定
し
た
6
か
所
の
施
工

を
16
か
所
ま
で
増
や
し
た
い
と
追
加
を

依
頼
し
、
事
業
を
と
も
に
進
め
る
こ
と

に
信
頼
を
寄
せ
て
い
る
。

地球システム科学
小池 徹（こいけ・とおる）さん
　防災や水資源、環境保全関連分野の開
発コンサルタント。 現場では日本人1人とスリランカ人作業員4人がチームを組み、

現場1か所あたり5〜15人ほどの態勢で工事を進めた。
JICAの支援で取り入れられた高解像度の地形図「LiDAR-DEM（ラ
イダーデム）」。航空機から地表にレーダーを照射して測量する。

強いリーダーシップで職員を引っ張るNBRO局長のアシリ
さん（右から2番目）。小池さんらのよきパートナーだ。

D
em

oc
ra

tic
 So

cialist Republic of Sri Lanka

スリランカ
国名  : スリランカ民主社会主義共和国

首都:
スリ・ジャヤワルダナプラ・コッテ

　土砂災害は、ハザードマップでのリスク評価
や警報システムの強化、そしてなにより危険地
域への入植や開発の防止が重要。NBROは中
央政府機関として、地方自治体にもプロジェク
トの参加を促し、大きな前進を目指します。

　日本の工法の発注が増
えれば、競争により工事費
や材料費もさらに下がり普
及していくことが期待でき
ます。多くの住民の方々に
安心を届けたいです。

　今後、予定している土
地利用計画の作成に
は、地方自治体や住民
との交渉が必要です。
地方に根づいた活動
を積極的に進めている
NBROならばきっとうまく
進めてくれると思います。

金網でフレーム材を作り、コンクリートを
吹き付ける吹付法枠工。日本では一般
的だが、スリランカではまだ新しい。

作成中のハザードマップ。スリラン
カは山間部に茶葉農家などが多く
居住していて、住民が土砂災害の
影響を受けやすい。

NBROの職員と現地
調査へ。地形・地質・
土地利用の状況な
どを調べて回る。

現地測量局の
地形図

LiDAR-DEMを
用いた地形図

土砂災害から人を守る土砂災害に備える

日本の工法に
挑戦

現場を知る!

人
の
意
識
や
知
識
に
も

防
災
対
策

　
土
砂
災
害
か
ら
住
民
を
守
る
に
は

ハ
ー
ド
面
の
対
策
工
事
だ
け
で
な
く
、

〝
情
報
を
得
る
・
避
難
す
る
・
住
ま
な
い
〞

と
い
っ
た
ソ
フ
ト
面
で
の
対
策
も
重
要

に
な
る
。
こ
れ
を
防
災
分
野
で
は
「
非

構
造
物
対
策
」
と
呼
び
、
そ
の
手
法
を
、

J
I
C
A
か
ら
委
託
を
受
け
た
コ
ン

サ
ル
タ
ン
ト
の
地
球
シ
ス
テ
ム
科
学
が

ス
リ
ラ
ン
カ
の
国
家
建
築
研
究
所

（
N
B
R
O
）
に
伝
え
て
い
る
。

 

〝
情
報
を
得
る
〞
と
は
、
地
形
を
分
析

し
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
作
成
す
る
こ
と

だ
。「
最
初
は
は
か
ら
ず
も
N
B
R
O

が
20
年
か
け
て
確
立
し
た
手
法
を
修
正

し
て
い
く
よ
う
な
か
た
ち
で
し
た
の
で
、

理
解
を
得
ら
れ
る
か
ど
う
か
不
安
で
し

た
」
と
話
す
の
は
、
地
球
シ
ス
テ
ム
科

学
の
小
池
徹
さ
ん
。
実
は
ス
リ
ラ
ン
カ

に
も
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
は
あ
っ
た
が
地

図
の
縮
尺
が
大
き
く
、
個
々
の
土
地
や

家
屋
の
危
険
度
を
表
す
水
準
で
は
な

か
っ
た
。
し
か
し
、
N
B
R
O
に
は

地
質
学
や
地
盤
工
学
、
都
市
計
画
を
学

ん
だ
技
術
者
が
多
く
、
日
本
の
事
例
を

も
と
に
理
論
を
説
く
と
納
得
し
て
お
た

が
い
に
心
が
通
じ
合
っ
た
。

 

「
私
た
ち
が
伝
え
た
手
法
に
忠
実
に
、

広
大
な
範
囲
の
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
作

り
上
げ
て
き
た
の
で
驚
き
ま
し
た
。
こ

ち
ら
の
作
業
が
追
い
つ
か
な
い
こ
と
も

し
ば
し
ば
で
す
」
と
小
池
さ
ん
は
喜
ぶ
。

　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
2
年
目
に
入
り
、

今
後
は
〝
避
難
す
る=

早
期
警
報
発

令
シ
ス
テ
ム
の
構
築
〞
や
、〝
住
ま
な

い=

土
地
利
用
規
制
の
実
施
〞
な
ど

の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
作
り
を
本
格
化
さ
せ

て
い
く
。
現
在
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
の
影
響
か
ら
日
本
国
内
で
業
務
に
あ

た
る
小
池
さ
ん
へ
、
N
B
R
O
か
ら

オ
ン
ラ
イ
ン
会
議
の
依
頼
も
多
い
。

　
土
砂
災
害
か
ら
人
々
を
守
ろ
う
と
す

る
思
い
は
日
本
人
も
ス
リ
ラ
ン
カ
人
も

同
じ
だ
。
思
い
を
一
つ
に
し
た
対
策
の

努
力
が
続
け
ら
れ
て
い
る
。

ソルテック
山本裕三（やまもと・ゆうぞう）さん
　山腹工や斜面安定工など、山の斜
面の防災工事を手がける。

　2015年4月25日に発生した地震＊によっ
てネパールは大きな被害を受けた。JICAは同
国で住宅や学校、病院などの再建に取り組
む一方で、宮城県東松島市の協力のもとに
東日本大震災から得た経験・教訓の共有を
進めている。住民との合意形成を重視し、住
民参加型のプロセスで復興計画を練ってき
た同市の知見は、ネパールの復興庁をはじ
め多くの関係者に、復興のあり方と地方政
府が果たす役割の示唆を与えている。

column
日本の震災経験を
ネパールへ

数多くの復興セミナーでネパール政府職員らなど
に経験を伝えてきた東松島市の副市長の小山修
さん（左）。住民第一の考えは現地でも多くの賛
同を集めている。

＊ネパールの中西部で発生したマグニチュード7.8の大
地震。死者8,790人、負傷者2万2,300人、全壊家屋約
51万戸、半壊家屋約28万戸（2015年6月時点）。

南アジア
18億人の鼓動

特集

豪雨による土砂災害で毎年多くの被害を受けているスリランカ。
その対策をインフラ整備などのハード、

能力強化などのソフトの両面で強化するため、
日本の技術が伝えられている。

ハードとソフトの両面で
土砂災害に立ち向かう

案件名 国道土砂災害対策事業
2013年3月〜
土砂災害リスク軽減のための非構造物対策
能力強化プロジェクト
2019年1月〜

文●光石達哉

人材育成  防災
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